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第１章　調査の概要

１－１　背　景

　日本国・ウルグァイ東方共和国（以下、「ウルグァイ」と記す）修好80周年を機に2001年４月

来日したバジェ・ウルグァイ大統領は、森首相（当時）との首脳会談において、ウルグァイにお

けるITの一層の活用を推進すべく、我が国の技術協力を要請した。日本政府はこれを受け、2001年

11月に IT分野に係るプロジェクト形成調査（第１次）を実施した。第１次プロジェクト形成調

査団は、ウルグァイ側関係者との協議（バジェ大統領表敬を含む）を行った結果、①地方農村部

の小学校に係る電子教育、②教育機能強化を主眼とする国立図書館電子化、及び③ IT センター

（オブセルバトリオ）の設立支援について、協力の有効性と必要性を確認した。

　また、第１次調査団派遣のあと、JICAは、ボリビア派遣のIT分野企画調査員を2002年２月に

ウルグァイへ出張させ、上記協力案件について、技術的な観点から補足調査を行った。

１－２　目　的

　今次調査（第２次プロジェクト形成調査）は、第１次調査（2001年11月）の結果を踏まえ、ウ

ルグァイ側のIT分野における優先課題が以下の３点であることを日本側で確認した旨、先方関係

機関に再確認を求めるとともに、協力内容の詳細につき具体化を進め、先方要請に対する日本側

協力案を提示し、ウルグァイ側との合意を形成することを目的とする。

　（1）地方農村部の小学校に係る電子教育・ネットワーク化

　（2） 国立図書館電子化（教育機能強化を主眼）：貴重かつ有用な図書等の電子化

　（3）IT センター設立への支援

　　　＊日本側協力案の内容に従い、協力案件名を上記１－１の記載から若干変更。

１－３　調査団構成

担　当 氏　名 所　　　属

団長／総括
米崎　紀夫

国際協力事業団中南米部南米課　職員
 Yonesaki Norio

電子教育
　 中村　謙 国際協力事業団中南米部南米課　
 Nakamura Ken　　 ジュニア専門員（ITを利用した教育）

図書館情報 米澤　佐奈江 （財）日本国際協力システム業務第二部　
システム　  Yonezawa Sanae 文化無償業務課
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１－４　調査日程

　調査期間：2002 年６月 15 日（土）～６月 26 日（水）（12日間）

日順 月日（曜）

１ ６／15（土）

２ ６／16（日）

３ ６／17（月）

４ ６／18（火）

５ ６／19（水）

６ ６／20（木）

７ ６／21（金）

８ ６／22（土）

９ ６／23（日）

10 ６／24（月）

11 ６／25（火）

12 ６／26（水）

滞在先

機内泊

モンテビデオ

モンテビデオ

パイサンドゥ

（Paysandu）

モンテビデオ

モンテビデオ

モンテビデオ

モンテビデオ

ブエノスアイ

レス

機内泊

機内泊

午　前

成田発（RG8837）

サンパウロ着

サンパウロ発（RG7362）、モンテビデオ着

在ウルグァイ日本国大使館表敬：調

査対処方針の説明

大統領府表敬：日本側協力案の説明

日本側協力案に関する全体協議（1）

　1） 図書館文献デジタル化

　2） 地方農村小学校電子化

　3） IT政策制度支援

国立図書館との協議

日本側協力案の説明、協議

視　察

既存機材活用レビュー

国立図書館との協議（米澤・金城）

システム、機材仕様検討

地方農村小学校視察（米崎・中村）

世界銀行プロジェクト対象校視察

国立図書館との協議（米澤・金城）

機材仕様等の作成

国家公教育庁との協議（米崎・中村）

教育ネットワーク構築支援

専門家派遣計画（案）の策定

大統領府最終協議（米崎・中村）

最終合意内容の確認

今後の協力スケジュール確認

現地調達調査 （図書館関連）（米澤・金城）

資料整理

資料整理

JICAアルゼンティン事務所報告

機材調達（現地調査）

成田着

午　後

金城勝（かねしろまさる）通訳モン

テビデオ着（AR-1216）

日本側協力案に関する全体協議（2）

外務省表敬

国立図書館との協議（米澤・金城）

システム、機材仕様の検討

国家公教育庁との協議（米崎・中村）

世界銀行プロジェクトとの協調協議

地方農村小学校電子化に関する日本

協力案の説明・協議

現地調達調査（図書館関連）（米澤・金城）

現地調達可能性等調査

地方農村小学校視察（米崎・中村）

世界銀行プロジェクト非対象校視察

大統領府との協議（米崎・中村）

IT政策制度支援

国立図書館との協議（調査団全員）

デジタル化機材供与・専門家派遣計

画案の策定

在ウルグァイ日本国大使館への報告

金城通訳モンテビデオ発（AR-1211）

資料整理

モンテビデオ発（PU157）、ブエノス

アイレス着

ブエノスアイレス発（RG8641）

サンパウロ着、サンパウロ発（RG8836）

活動内容
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１－５　主要面談者リスト

　〈ウルグァイ側〉

（1）外務省（Ministerio de Relaciones Exteriores）

1） 国際協力局（Direccion Geral. De Cooperacion Internacional）

Carlos Orlando 国際協力局長（Director）

Enrique Riveiro 国際協力局次長（Subdirector General）

（2）大統領府（Presidencia）

Leonardo Costa Franco 大統領府次官（Prosecretario）

Hector Nìlo Perèz 大統領府顧問（Asesor）

Daniela Barindelli 顧問・会計士（Asesora Contadora）

1） URUGUAY en red

Federico Wagner （co-director）

Andrea Rixxo Antoniello

（3）教育文化省（Ministerio de Educacion y Cultura）

1） 国家公教育庁（Admistracion Nacional de Educacion Publica：ANEP）

2） 中央審議会（Consejo Directivo General）

Rogelio Erro 情報局長（Director Area Informatica）

3） 初等教育局（Concejo de educación primaria）

TeresITa Gonzalez 初等教育局長（directora）

Susana Riva 教育コネクティビティプログラムコーディネーター

（Cordinadora del programa de conectividad Educativa）

4） 教員養成研修局（Direccion de Formacion y Perfeccionamiento Docente）

Alicia Buquet 中等技術部門副部長（Subdirectora del Area Media y Tecnica）

（4）電信公社（Administracion Nacional de Telecomunicationes：ANTEL）

Daniel Iglesia コミュニティープログラムコーディネーター

（Coordinador Programa de Relacionaminento con la Cumunidad）

（5）国立図書館（Direccion de la Biblioteca Nacional）

Raul R. Vallarino 館長（Director）

Mabel Batto 副館長（sub-directora）
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Daniel Ceriani 情報顧問（Asesor en Informatica）

（6）パイサンドゥ県（Provincia de Paysandu）

Aluvaro A .lamas 県知事（Intendente Munincipal）

Anz Elen Gros 県教育指導主事（Inspectora）

　〈国際協力機関〉

（1）世界銀行プロジェクトMECAEP（Proyecto MECAEP, WorldBank）

Ines lacalle コーディネーター（Coordinadora General, MECAEP）

（2）米州開発銀行

　　（Inter-American Development Bank：IDB ／ Banco Interamericano de Desarrollo：BID）

Fredy Betancurt コンサルタント（Cunsultro）

　〈日本側〉

（1）在ウルグァイ日本国大使館

稲川　照芳 大　使

中村　一博 参事官

林　政益 一等書記官

（2）JICA アルゼンティン事務所

高井　正夫 所　長
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第２章　調査結果概要

２－１　優先課題の確認

　第１次プロジェクト形成調査（2001年 11月 17日～ 11月 26日）の結果を踏まえ、ウルグァイ

側のIT分野に係る優先課題が以下の３点であることを日本側で確認した旨、先方に再度確認を求

め、合意を得た。

　（1）地方農村部の小学校に係る電子教育・ネットワーク化

　（2）国立図書館電子化（教育機能強化を主眼）：貴重かつ有用な図書等の電子化

　（3）IT センター設立への支援

　各課題の現状は概要以下のとおりである（第１次プロジェクト形成調査時に確認されている情

報も含む）。

（1）地方農村部の小学校に係る電子教育・ネットワーク化

　ウルグァイ国内には約 2,300 校の小学校がある。そのうち 1,100 校が首都圏以外の地方農

村小学校である。更にそのうち、938校が生徒数30名未満、教員１名の小規模校である。全

体では、生徒数１万 7,000 名に対して 1,488 名の教員が配置されている。

　一般に地方農村小学校は、次のような問題を抱えている。

・地方農村小学校には経験の浅い若手教員が配置されていることが多い。

・教員には複数学年の指導が求められる。

・教員には教育活動のほかに、地域コミュニティーにおけるリーダー的役割が求められる。

・他の小学校の教員と情報共有が困難

・都市との情報格差

・地方農村地域の就学率の低下

　これらの問題を解決するために、ウルグァイ政府国家公教育庁初等教育局が中心となっ

て、すべての小学校にインターネット用のパソコンを導入する「教育コネクティビティ・プ

ロジェクト」が計画された。ウルグァイ教育文化省は同プロジェクトに関し、児童数20名以

上の小学校への支援を世界銀行に対し要請、そして日本に対しては、児童数20名以下、教員

数１名の小規模小学校に対する支援を要請している。なお、同教育文化省は米州開発銀行

（IDB）に対し、別途中等教育への支援を要請している。

　今次調査団は、地方農村小学校の現状把握のため、首都モンテビデオ近郊のサンホセ及び

パイサンドゥ県の地方小学校を視察した。視察には、在ウルグァイ日本国大使館書記官、調

査団のほかに、初等教育局の担当者、電信公社（ANTEL）の担当者、及び IDB コンサルタ

ントが同行した。視察地域及び小学校は初等教育局側が選定した（パイサンドゥ県の視察
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は、同県の地方教育指導主事がIT分野の教育に熱心である、という理由から選定された模様

である）。

　パイサンドゥ県では、小学校間の距離が数十 kmと非常に離れているため、今次調査団が

調査期間中に視察した小学校は５校のみであった。視察の結果から、次のようなことが明ら

かになった。

・へき地の小学校であっても、固定携帯電話、太陽電池パネルにより、最小限の通信設備

を有している。

・小学校の運営については、父母会の寄付等に強く依存しており、それにより、機材の購

入、設備の修理、予備教員の給与等が賄われている。したがって、一部の小学校では父

母会の寄付によりパソコンが導入されている。

・隣の小学校までの距離が数十 kmと非常に離れているため、教員のみならず、地域コミュ

ニティー間のコミュニケーションすら困難な状況にある。

・農村部では小学校が地域コミュニティーの拠点と位置づけられ、様々な行事が実施され

ている。

　初等教育局側から調査団に対し、1,100 校の地方農村小学校のうち、約 100 校程度を対象

としたパイロット・プロジェクトの実施について協力の打診がなされた。

（2）国立図書館電子化（教育機能強化を主眼）：貴重かつ有用な図書等の電子化

　第一次プロジェクト形成調査時点では、図書検索・図書利用申込システムや司書研修機能

の電子化と、国立図書館と地方公立図書館との間の情報共有のためのネットワーク化に係る

協力要望がウルグァイ側から出されていた。

　今次調査団においては、後者の「図書館ネットワーク化」につき、国立図書館と地方公立

図書館とをネットワーク接続する機材、及び共有するデジタルデータが存在していない現状

にかんがみ、日本側として本件に関し協力を検討することは時期尚早と判断した。

　したがって、今次調査団としては、いまひとつの「図書検索・図書利用申込システムや司

書研修機能の電子化」に関連し、貴重かつ有用な図書の電子化（デジタル化）に係る協力実

施を検討することとした。

　国立図書館側が調査団に対し提示したデジタル化の具体的な目的は次のとおりである。

・現在、限られた利用者にのみ閲覧を許可している傷みの激しい貴重文書等のコレクショ

ンをデジタルデータ化し、一般公開する。

・同デジタル画像を広報用Web サイトへ掲載することにより、ウルグァイの歴史や文化に

ついての各種資料の存在を内外に知らしめる。

・デジタル画像を記録した CD-ROM 等を国内の公立図書館に配布し、情報共有を図る。
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・既存マイクロフィルムコレクションをデジタル化し、活用度を向上させる。

　また、デジタル化を必要としている国立図書館収蔵物のリストは次のとおりである。

・地図、ポスター等の大型書物 90 万冊

・手書き原稿 20 万枚

・雑　誌 21 万冊

・貴重図書（豆本、古書等） 7,000 冊

・コイン、彫刻、絵画等 ５万 8,000 点

・写真（SODREから寄贈） 10 万点

・新聞（マイクロフィルム）   4,000 本

（3）IT センター設立への支援

　ウルグァイ大統領府は、日本政府の協力を得て、国家レベルのITセンター創設プロジェク

トの実施を計画中である。同プロジェクトでは、次のようなコンポーネントが計画されてい

る模様である。

・情報化社会に向けた各種戦略（IT 戦略）策定支援

・ネットワーク環境の向上、コストの削減

・IT 関連人材の能力開発・育成

・持続的経済発展達成のための、民間セクター及び企業に対する IT導入、及び情報提供支援

・インターネットや IT に関する国際的な動向、課題などへの対応

・ウルグァイの域内（南米南部共同市場：メルコスール等）における IT分野でのリーダー

シップ確立のための支援

・感染症・ヒト免疫不全ウイルス（HIV）／ AIDS 対策、保健医療全般への IT 活用の促進

支援　

・各種 IT 応用手法の確立に向けた国、地域レベルの活動支援

　上記のような様々なコンポーネントが提案されてはいるものの、ITセンターはまだ組織化

されておらず、その目的、具体的な業務についての詳細は定められていない。したがって、

今次調査団としては、ITセンター設立に関するコンセプト形成のための短期専門家派遣を提

案することとした。特に、インドネシア等でJICAの協力実績がある ITマスタープラン作成

支援について、先方関係機関に説明を行うこととした。

２－２　日本側協力案に係る先方関係機関との協議概要

　上記３点のIT関連優先課題の概要に基づき、今次調査団は調査対処方針に基づき、以下の４つ

の案件を日本側協力案として提示し、ウルグァイ側関係機関との協議を実施した。先方各関係機
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関、及び在ウルグァイ日本国大使館からは、同協力案及び取り進め方についておおむね同意が得

られた。これに基づき、各協力案件に係る正式要請書を、在ウルグァイ日本国大使館を通じ、ウ

ルグァイ政府より日本政府へ提出し、同要請書提出を受け、各協力案件を2002年度技術協力案件

として追加採択・実施する方向で取り進めることとなった。

（1）「地方農村における初等教育レベル向上、及び小学校を拠点としたコミュニティー活動促

進（IT 導入による）」を目的としたパイロット・プロジェクトの計画策定支援（短期専門家

派遣）

　先方が実施する「教育コネクティビティ・プロジェクト」について、特に地方農村地域へ

のパソコン導入計画策定を技術的に支援するための短期専門家を派遣する。同専門家は、ウ

ルグァイ政府初等教育局との協議、プロジェクトサイトの現状調査を通じ、「教育コネクティ

ビティ・プロジェクト」への機材供与（パソコン）の妥当性を検討したうえで、プロジェク

ト実施対象校・地域を選定し、パイロット・プロジェクト案を作成する。なお、パソコンの

供与が妥当であるとの判断が短期専門家によりなされた場合には、具体的な投入案（機材仕

様、機材導入に係る技術指導の専門家活動内容等）についても作成することとした（最大

1,000 万円程度）。

（2）ウルグァイ国立図書館デジタル化関連機材供与（機材供与：約 3,000 万円）

　1998年、日本の文化無償により、既に16mmと 32mmのマイクロフィルム用機材が供与さ

れている。これまでの同機材の活用状況を考慮し、今次は、同機材の機能を拡張し、既存の

マイクロフィルムをデジタル化するための機材、及び書籍等から直接デジタル化するための

機材の２系統の機材供与を想定し、必要な機材リストを作成した。

　機材リストの作成については、図書館等への文化無償機材リスト作成について経験を有す

る（財）日本国際協力システム文化無償担当者に、今次調査へ団員として参加する形で対応

を依頼するとともに、併せてこれら機材の現地調達の可能性調査を依頼した。

　ウルグァイにて各販売代理店を調査した結果、現地調達が可能であると判断されたことか

ら、JICA アルゼンティン事務所に現地調達手続きを依頼することとした。

（3）ウルグァイ国立図書館デジタル化システム導入支援（短期専門家派遣）

　上記（2）の機材供与に併せ、導入された機材の利用方法についての指導を行う短期専門家

を派遣する。
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（4）情報通信技術センター（ITセンター）の目的、機能、組織体制案の形成（短期専門家派遣）

　ITセンター設立構想について、先方大統領府と協議を行いながら、その目的・機能を明確

化させる短期専門家を派遣する。同専門家派遣により、ITセンター構想を具体化させたうえ

で、同センターへの長期専門家派遣を検討する。

２－３　調査団派遣後の経過

　第２次プロジェクト形成調査実施後、調査団が提案した上記の３件の協力案についての進捗状

況（2002 年 10 月現在）は以下のとおりである。

・ウルグァイ政府より、在ウルグァイ日本国大使館に各協力案件の要請書提出：2002 年７月

・日本国外務省より在ウルグァイ日本国大使館を通じウルグァイ政府へ、協力案件の 2002 年度

案件としての追加採択通報：2002 年８月

・各短期専門家派遣に関し、人材リクルート・派遣手続き開始：2002 年８月

・機材調達に関し、JICA アルゼンティン事務所において調達手続き開始：2002 年８月

・短期専門家のうち、「ウルグァイ国立図書館デジタル化システム導入支援」以外の短期専門

家の派遣開始（いずれも２か月）：2002 年 10 月

　なお、「ウルグァイ国立図書館デジタル化関連機材供与」に係る機材調達については、現地調

達手続き一切をJICAアルゼンティン事務所に依頼している。機材調達手続き（入札）が終了し、

図書館への納入時期の目処がつき次第、「ウルグァイ国立図書館デジタル化システム導入支援」短

期専門家のリクルート・派遣手続きを開始する予定である。





付　属　資　料

１．関係機関との協議議事録

２．日本側が提案した各協力案件の要請案件調査票

　　（調査団が帰国後作成、在ウルグァイ日本国大使館に送付したもの）
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